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議 件 

 

 

同意案第１号  人権擁護委員の推薦について 

議案第 １号  専決処分の承認を求めることについて 

議案第 ２号  専決処分の承認を求めることについて 

議案第 ３号  専決処分の承認を求めることについて 

議案第 ４号  北広島市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に

関する条例の一部を改正する条例について 

議案第 ５号  北広島市税条例の一部を改正する条例について 

議案第 ６号  北広島市控除対象特定非営利活動法人等を定める条例の一部を改

正する条例について 

議案第 ７号  令和７年度北広島市一般会計補正予算（第１号） 

 



同意案第１号 
 
 
   人権擁護委員の推薦について 

 

 

 下記の者を人権擁護委員に推薦したいので、人権擁護委員法（昭和

２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求

める。 
 
               記 
 

   氏 名  遠
えん

 藤
どう

 隆
たか

 子
こ

 

 
 

令和７年５月１４日提出 
 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
 
提案理由 
 
 遠藤隆子委員の任期満了（令和７年９月３０日）に伴い、引き続き

推薦するものです。  
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議案第１号 

 
  

専決処分の承認を求めることについて 
 
 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定に基づきこれ

を報告し、承認を求める。 
 
 
  令和７年５月１４日提出 
 
                北広島市長 上 野 正 三   
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専 決 処 分 書 

 

令和６年度に受納した寄附金を令和７年度以降のまち・ひと・しごと創生寄

附活用事業に活用するため、基金へ積み立てることが必要となったが、特に緊

急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認め

られるので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定

に基づき次のとおり専決処分する。 

 

令和６年度北広島市一般会計補正予算（第９号） 

 

令和７年３月２１日 

 

                  

                 北広島市長 上 野 正 三 
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令和６年度北広島市一般会計補正予算（第９号） 

 

 

 令和６年度北広島市の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところに

よる。 

 

 

１ 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ６２，５００千円を増額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３３，３４８，６９９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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第１表　歳入歳出予算補正

歳  入 (単位：千円)

款 項

19 寄附金 1,010,520 62,500 1,073,020

 1 寄附金 1,010,520 62,500 1,073,020

33,286,199 62,500 33,348,699

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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歳  出 (単位：千円)

款 項

 2 総務費 3,226,009 62,500 3,288,509

 2 企画費 1,034,345 62,500 1,096,845

33,286,199 62,500 33,348,699

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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令和６年度

歳入歳出補正予算事項別明細書

（一般会計補正予算第９号）
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総括

(歳　入) (単位：千円)

款

19 寄附金 1,010,520 62,500 1,073,020

33,286,199 62,500 33,348,699

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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歳入
19款 寄附金

 1項 寄附金 (単位：千円)

節   

目

 2 総務費寄附金 576,461 62,500 638,961  1 企画費寄附金 62,500 地方創生応援税制寄附金 62,500

計 1,010,520 62,500 1,073,020

補 正 前 の 額 補 正 額 計
区 分 金 額

説 明

19 寄附金
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総括

(歳　出) (単位：千円)

款

 2 総務費 3,226,009 62,500 3,288,509 0 0 62,500 0

33,286,199 62,500 33,348,699 0 0 62,500 0歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 道 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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歳出
 2款 総務費

 2項 企画費 (単位：千円)

節       

目

 1 企画総務費 738,868 62,500 801,368 0 寄附金 24 積立金 62,500 企画振興経費 62,500

62,500 積立金 62,500         

計 1,034,345 62,500 1,096,845 0 寄附金

62,500

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国道支出金 地 方 債 そ の 他

2 総務費
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議案第２号 

 
  

専決処分の承認を求めることについて 
 
 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定に基づきこれ

を報告し、承認を求める。 
 
 
  令和７年５月１４日提出 
 
                北広島市長 上 野 正 三   
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専 決 処 分 書 

 

令和 7 年 3 月 31 日公布の「地方税法及び地方税法等の一部を改正す

る法律の一部を改正する法律」の施行に伴い、北広島市税条例(昭和

25 年広島村条例第 14 号)を改正する必要が生じたが、特に緊急を要す

るため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認めら

れるので、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 179 条第 1 項の規

定に基づき、次のとおり専決処分する。 

 

 北広島市税条例の一部を改正する条例（別紙） 

 

令和 7年 3月 31 日 

 

                北広島市長 上 野 正 三 
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  北広島市税条例の一部を改正する条例 

 

北広島市税条例(昭和25年広島村条例第14号)の一部を次のように改正する。 
改正後 改正前 

(市民税の申告) (市民税の申告) 

第29条の2 略 第29条の2 略 

2～9 略 2～9 略 

10 市長は、市民税の賦課徴収について必要がある

と認める場合には、新たに第16条第1項第3号又は

第4号に掲げる者に該当することとなった者に、

当該該当することとなった日から14日以内にそ

の名称、代表者又は管理人の氏名、主たる事務所

又は事業所の所在、当該市内に有する事務所、事

業所又は寮等の所在、法人番号(行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律(平成25年法律第27号)第2条第16項に

規定する法人番号をいう。以下同じ。)、当該該

当することとなった日その他必要な事項を申告

させることができる。 

10 市長は、市民税の賦課徴収について必要がある

と認める場合には、新たに第16条第1項第3号又は

第4号に掲げる者に該当することとなった者に、

当該該当することとなった日から14日以内にそ

の名称、代表者又は管理人の氏名、主たる事務所

又は事業所の所在、当該市内に有する事務所、事

業所又は寮等の所在、法人番号(行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律(平成25年法律第27号)第2条第15項に

規定する法人番号をいう。以下同じ。)、当該該

当することとなった日その他必要な事項を申告

させることができる。 

  

(種別割の税率) (種別割の税率) 

第71条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課

する種別割の税率は、1台について、それぞれ当

該各号に定める額とする。 

第71条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課

する種別割の税率は、1台について、それぞれ当

該各号に定める額とする。 

(1) 原動機付自転車 (1) 原動機付自転車 

ア 総排気量が0.05リットル以下のもの又は

定格出力が0.6キロワット以下のもの(ウ及

びオに掲げるものを除く。) 年額 2,000

円 

ア 総排気量が0.05リットル以下のもの又は

定格出力が0.6キロワット以下のもの(エに

掲げるものを除く。) 年額 2,000円 

イ 2輪のもので、総排気量が0.05リットルを

超え、0.09リットル以下のもの(ウに掲げる

ものを除く。)又は定格出力が0.6キロワット

を超え、0.8キロワット以下のもの 年額 

2,000円 

イ 2輪のもので、総排気量が0.05リットルを

超え、0.09リットル以下のもの又は定格出力

が0.6キロワットを超え、0.8キロワット以下

のもの 年額 2,000円 

ウ 2輪のもので、総排気量が0.125リットル以

下かつ最高出力が4.0キロワット以下のもの

 年額 2,000円 

 

エ 2輪のもので、総排気量が0.09リットルを

超えるもの(ウに掲げるものを除く。)又は定

格出力が0.8キロワットを超えるもの 年額

 2,400円 

ウ 2輪のもので、総排気量が0.09リットルを

超えるもの又は定格出力が0.8キロワットを

超えるもの 年額 2,400円 

オ 略 エ 略 

(2)及び(3) 略 (2)及び(3) 略 

  

(種別割の減免) (種別割の減免) 

第76条 略 第76条 略 

2 前項の規定によって種別割の減免を受けようと

する者は、納期限までに、当該軽自動車等につい

て減免を受けようとする税額及び次に掲げる事

項を記載した申請書に減免を必要とする事由を

証明する書類を添付し、これを市長に提出しなけ

ればならない。 

2 前項の規定によって種別割の減免を受けようと

する者は、納期限までに、当該軽自動車等につい

て減免を受けようとする税額及び次に掲げる事

項を記載した申請書に減免を必要とする事由を

証明する書類を添付し、これを市長に提出しなけ

ればならない。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 
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改正後 改正前 

(5) 原動機の総排気量又は定格出力(第71条第1

号ウに掲げる原動機付自転車にあっては、原動

機の総排気量及び最高出力) 

(5) 原動機の総排気量又は定格出力 

(6)～(8) 略 (6)～(8) 略 

3 略 3 略 

  

(障がい者に対する種別割の減免) (障がい者に対する種別割の減免) 

第77条 略 第77条 略 

2 前項第1号の規定によって種別割の減免を受け

ようとする者は、納期限までに、市長に対して、

当該減免を受けようとする者(障がい者と生計を

一にする者及び障がい者のみで構成される世帯

の障がい者を常時介護する者が減免を受けよう

とする場合の申請に係る障がい者を含む。)の身

体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)第15条の

規定により交付された身体障害者手帳(以下この

項において「身体障害者手帳」という。)、戦傷

病者特別援護法(昭和38年法律第168号)第4条の

規定により交付された戦傷病者手帳(以下この項

において「戦傷病者手帳」という。)、厚生労働

大臣の定めるところにより交付された療育手帳

(以下この項において「療育手帳」という。)又は

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和

25年法律第123号)第45条の規定により交付され

た精神障害者保健福祉手帳(以下この項において

「精神障害者保健福祉手帳」という。)及び道路

交通法(昭和35年法律第105号)第92条の規定によ

り交付された障がい者若しくは障がい者と生計

を一にする者若しくは障がい者のみで構成され

る世帯の障がい者を常時介護する者の運転免許

証(以下この項において「運転免許証」という。)

又はこれらの者の特定免許情報(同法第95条の2

第2項に規定する特定免許情報をいう。次項にお

いて同じ。)が記録された免許情報記録個人番号

カード(同法第95条の2第4項に規定する免許情報

記録個人番号カードをいう。次項において同じ。)

を提示するとともに、次に掲げる事項を記載した

申請書に減免を必要とする理由を証明する書類

を添付して、提出しなければならない。 

2 前項第1号の規定によって種別割の減免を受け

ようとする者は、納期限までに、市長に対して、

当該減免を受けようとする者(障がい者と生計を

一にする者及び障がい者のみで構成される世帯

の障がい者を常時介護する者が減免を受けよう

とする場合の申請に係る障がい者を含む。)の身

体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)第15条の

規定により交付された身体障害者手帳(以下この

項において「身体障害者手帳」という。)、戦傷

病者特別援護法(昭和38年法律第168号)第4条の

規定により交付された戦傷病者手帳(以下この項

において「戦傷病者手帳」という。)、厚生労働

大臣の定めるところにより交付された療育手帳

(以下この項において「療育手帳」という。)又は

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和

25年法律第123号)第45条の規定により交付され

た精神障害者保健福祉手帳(以下この項において

「精神障害者保健福祉手帳」という。)及び道路

交通法(昭和35年法律第105号)第92条の規定によ

り交付された障がい者又は障がい者と生計を一

にする者若しくは障がい者のみで構成される世

帯の障がい者を常時介護する者の運転免許証(以

下この項において「運転免許証」という。)を提

示するとともに、次に掲げる事項を記載した申請

書に減免を必要とする理由を証明する書類を添

付して、提出しなければならない。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 運転免許証又は道路交通法第95条の2第2項

第1号に規定する免許情報記録(以下この号に

おいて「免許情報記録」という。)の番号、運

転免許の年月日、運転免許証又は免許情報記録

の有効期限並びに運転免許の種類及び条件が

付されている場合にはその条件 

(5) 運転免許証の番号、交付年月日及び有効期

限並びに運転免許の種類及び条件が付されて

いる場合にはその条件 

(6) 略 (6) 略 

3 前項の場合において、免許情報記録個人番号カ

ードを提示したときは、当該免許情報記録個人番

号カードに記録された特定免許情報を確認する

ために必要な措置を受けなければならない。 

 

4 略 3 略 

- 15 -



改正後 改正前 

5 略 4 略 

  

附 則 附 則 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割

合) 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割

合) 

第10条の2 略 第10条の2 略 

2～15 略 2～15 略 

16 法附則第15条第37項に規定する条例で定める

割合は、2分の1とする。 

16 法附則第15条第38項に規定する条例で定める

割合は、2分の1とする。 

17 法附則第15条第40項に規定する条例で定める

割合は、3分の1とする。 

17 法附則第15条第41項に規定する条例で定める

割合は、3分の1とする。 

18 法附則第15条第41項に規定する条例で定める

割合は、4分の3とする。 

18 法附則第15条第42項に規定する条例で定める

割合は、4分の3とする。 

19及び20 略 19及び20 略 

  

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の

適用を受けようとする者がすべき申告) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の

適用を受けようとする者がすべき申告) 

第10条の3 略 第10条の3 略 

2～11 略  2～11 略 

12 市長は、法附則第15条の9の3第1項に規定する

特定マンションに係る区分所有に係る家屋につ

いては、前項の申告書の提出がなかった場合にお

いても、マンションの管理の適正化の推進に関す

る法律(平成12年法律第149号)第5条の2第1項に

規定する管理組合の管理者等から法附則第15条

の9の3第2項に規定する期間内に施行規則附則第

7条第17項各号に掲げる書類の提出がされ、かつ、

当該特定マンションが法附則第15条の9の3第1項

に規定する要件に該当すると認められるときは、

前項の規定にかかわらず、同条第1項の規定を適

用することができる。 

 

13 略 12 略 

14 略 13 略 

  

第26条 法附則第15条第1項、第9項、第13項から第

17項まで、第19項、第24項、第31項から第33項ま

で、第37項、第41項若しくは第44項、第15条の2

第2項、第15条の3又は第63条の規定の適用がある

各年度分の都市計画税に限り、第182条第3項中

「又は第33項」とあるのは「若しくは第33項又は

附則第15条から第15条の3まで若しくは第63条」

とする。 

第26条 法附則第15条第1項、第9項、第13項から第

17項まで、第19項、第24項、第31項、第32項、第

34項、第38項、第42項若しくは第45項、第15条の

2第2項、第15条の3又は第63条の規定の適用があ

る各年度分の都市計画税に限り、第182条第3項中

「又は第33項」とあるのは「若しくは第33項又は

附則第15条から第15条の3まで若しくは第63条」

とする。 

     附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和7年4月1日から施行する。 

 (固定資産税に関する経過措置) 

2 改正後の北広島市税条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和7年度以後の年度

分の固定資産税について適用し、令和6年度分までの固定資産税については、なお従

前の例による。 

 (軽自動車税に関する経過措置) 
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3 改正後の第71条(第1号に係る部分に限る。)の規定は、令和7年度以後の年度分の軽

自動車税の種別割について適用し、令和6年度分までの軽自動車税の種別割について

は、なお従前の例による。 
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議案第３号 

 
  

専決処分の承認を求めることについて 
 
 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定に基づきこれ

を報告し、承認を求める。 
 
 
  令和７年５月１４日提出 
 
                北広島市長 上 野 正 三   
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専 決 処 分 書 

 

令和 7 年 3 月 31 日公布の「地方税法施行令の一部を改正する政令」

の施行に伴い、北広島市国民健康保険税条例(平成 13 年北広島市条例

第 3 号)を改正する必要が生じたが、特に緊急を要するため議会を招集

する時間的余裕がないことが明らかであると認められるので、地方自

治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 179 条第 1 項の規定に基づき、次の

とおり専決処分する。 

 

 北広島市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（別紙） 

 

令和 7年 3月 31 日 

 

                北広島市長 上 野 正 三 
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北広島市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

北広島市国民健康保険税条例(平成13年北広島市条例第3号)の一部を次のように改正

する。 
改正後 改正前 

(国民健康保険税の減額) (国民健康保険税の減額) 

第24条 次の各号のいずれかに該当する国民健康

保険税の納税義務者に対して課する国民健康保

険税の額は、第2条第2項本文の基礎課税額からア

及びイに掲げる額を減額して得た額(当該減額し

て得た額が65万円を超える場合には、65万円)、

同条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額から

ウ及びエに掲げる額を減額して得た額(当該減額

して得た額が24万円を超える場合には、24万円)

並びに同条第4項本文の介護納付金課税額からオ

及びカに掲げる額を減額して得た額(当該減額し

て得た額が17万円を超える場合には、17万円)の

合算額とする。 

第24条 次の各号のいずれかに該当する国民健康

保険税の納税義務者に対して課する国民健康保

険税の額は、第2条第2項本文の基礎課税額からア

及びイに掲げる額を減額して得た額(当該減額し

て得た額が65万円を超える場合には、65万円)、

同条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額から

ウ及びエに掲げる額を減額して得た額(当該減額

して得た額が24万円を超える場合には、24万円)

並びに同条第4項本文の介護納付金課税額からオ

及びカに掲げる額を減額して得た額(当該減額し

て得た額が17万円を超える場合には、17万円)の

合算額とする。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が、43万円(納税義

務者並びにその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与

所得者等の数が2以上の場合にあっては、43万

円に当該給与所得者等の数から1を減じた数に

10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被

保険者及び特定同一世帯所属者1人につき30万

5,000円を加算した金額を超えない世帯に係る

納税義務者(前号に該当するものを除く。) 

(2) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が、43万円(納税義

務者並びにその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与

所得者等の数が2以上の場合にあっては、43万

円に当該給与所得者等の数から1を減じた数に

10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被

保険者及び特定同一世帯所属者1人につき29万

5,000円を加算した金額を超えない世帯に係る

納税義務者(前号に該当するものを除く。) 

ア～カ 略 ア～カ 略 

(3) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が、43万円(納税義

務者並びにその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与

所得者等の数が2以上の場合にあっては、43万

円に当該給与所得者等の数から1を減じた数に

10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被

保険者及び特定同一世帯所属者1人につき56万

円を加算した金額を超えない世帯に係る納税

義務者(前2号に該当するものを除く。) 

(3) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が、43万円(納税義

務者並びにその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与

所得者等の数が2以上の場合にあっては、43万

円に当該給与所得者等の数から1を減じた数に

10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被

保険者及び特定同一世帯所属者1人につき54万

5,000円を加算した金額を超えない世帯に係る

納税義務者(前2号に該当するものを除く。) 

ア～カ 略 ア～カ 略 

2及び3 略 2及び3 略 
  

 附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和7年4月1日から施行する。 

 (経過措置) 

2 改正後の第24条の規定は、令和7年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、

令和6年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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議案第４号 

 
  

北広島市行政手続における特定の個人を識別するための 
番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び 
特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例 
について 

 
 

北広島市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関

する条例（平成２７年北広島市条例第３２号）の一部を別紙のとおり

改正いたしたい。 

 
 
  令和７年５月１４日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
 
提案理由 
 
 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律（平成２５年法律第２７号）の一部改正等に伴い、所要の改正

を行うものです。 
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北広島市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に 

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条 

例の一部を改正する条例 

 

北広島市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例(平成27年北広島市条例

第32号)の一部を次のように改正する。 
改正後 改正前 

別表第2(第4条関係) 別表第2(第4条関係) 

機関 事務 特定個人情報 

略 

3 市長 生活に困窮する

外国人に対して

生活保護法に準

じて行われる保

護の決定及び実

施又は徴収金の

徴収に関する事

務であって規則

で定めるもの 

略 

行政手続における特定

の個人を識別するため

の番号の利用等に関す

る法律第19条第8号に基

づく利用特定個人情報

の提供に関する命令(令

和6年デジタル庁・総務

省令第9号)第44条で定

める情報であって規則

で定めるもの 

 

 

 

4 市長 北広島市重度心

身障がい者及び

ひとり親家庭等

の医療費の助成

に関する条例に

よる医療費の助

成に関する事務

であって規則で

定めるもの 

略 

児童手当法(昭和46年法

律第73号)による児童手

当の支給に関する情報

(以下「児童手当関連情

報」という。)であって

規則で定めるもの 

 

略 

略   
 

機関 事務 特定個人情報 

略 

3 市長 生活に困窮する

外国人に対して

生活保護法に準

じて行われる保

護の決定及び実

施又は徴収金の

徴収に関する事

務であって規則

で定めるもの 

略 

行政手続における特定

の個人を識別するため

の番号の利用等に関す

る法律等の一部を改正

する法律(令和5年法律

第48号)の施行の日の前

日における同法第1条の

規定による改正前の法

別表第2の26の項特定個

人情報の欄に掲げる特

定個人情報に該当する

ものであって規則で定

めるもの 

4 市長 北広島市重度心

身障がい者及び

ひとり親家庭等

の医療費の助成

に関する条例に

よる医療費の助

成に関する事務

であって規則で

定めるもの 

略 

児童手当法(昭和46年法

律第73号)による児童手

当又は特例給付の支給

に関する情報(以下「児

童手当関連情報」とい

う。)であって規則で定

めるもの 

略 

略   
 

  附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第５号 

 
 

北広島市税条例の一部を改正する条例について 
 

北広島市税条例（昭和２５年広島村条例第１４号）の一部を別紙の

とおり改正いたしたい。 
 
  令和７年５月１４日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
 
提案理由 
 
 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の一部改正等に伴い、所要

の改正を行うものです。 
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   北広島市税条例の一部を改正する条例 

 

北広島市税条例(昭和25年広島村条例第14号)の一部を次のように改正する。 
改正後 改正前 

(公示送達) (公示送達) 

第11条 法第20条の2の規定による公示送達は、公

示事項(同条第2項に規定する公示事項をいう。以

下この条において同じ。)を地方税法施行規則(昭

和29年総理府令第23号。以下「施行規則」という。)

第1条の8第1項に規定する方法により不特定多数

の者が閲覧することができる状態に置く措置を

とるとともに、公示事項が記載された書面を北広

島市公告式条例(昭和25年広島村条例第13号)第2

条第2項に規定する掲示場に掲示し、又は公示事

項を市の事務所に設置した電子計算機の映像面

に表示したものの閲覧をすることができる状態

に置く措置をとることによってするものとする。 

第11条 法第20条の2の規定による公示送達は、北

広島市公告式条例(昭和25年広島村条例第13号)

第2条第2項に規定する掲示場に掲示して行うも

のとする。 

  

(納税証明事項) (納税証明事項) 

第11条の3 施行規則第1条の9第2号に規定する事

項は、道路運送車両法(昭和26年法律第185号)第5

9条第1項に規定する検査対象軽自動車又は2輪の

小型自動車について天災その他やむを得ない事

由により種別割を滞納している場合においてそ

の旨とする。 

第11条の3 地方税法施行規則(昭和29年総理府令

第23号。以下「施行規則」という。)第1条の9第2

号に規定する事項は、道路運送車両法(昭和26年

法律第185号)第59条第1項に規定する検査対象軽

自動車又は2輪の小型自動車について天災その他

やむを得ない事由により種別割を滞納している

場合においてその旨とする。 

  

(所得控除) (所得控除) 

第27条の3 所得割の納税義務者が法第314条の2第

1項各号のいずれかに掲げる者に該当する場合に

は、同条第1項及び第3項から第11項までの規定に

より雑損控除額、医療費控除額、社会保険料控除

額、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控

除額、地震保険料控除額、障害者控除額、寡婦控

除額、ひとり親控除額、勤労学生控除額、配偶者

控除額、配偶者特別控除額、扶養控除額又は特定

親族特別控除額を、前年の合計所得金額が2,500

万円以下である所得割の納税義務者については、

同条第2項、第6項及び第11項の規定により基礎控

除額をそれぞれその者の前年の所得について算

定した総所得金額、退職所得金額又は山林所得金

額から控除する。 

第27条の3 所得割の納税義務者が法第314条の2第

1項各号のいずれかに掲げる者に該当する場合に

は、同条第1項及び第3項から第11項までの規定に

より雑損控除額、医療費控除額、社会保険料控除

額、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控

除額、地震保険料控除額、障害者控除額、寡婦控

除額、ひとり親控除額、勤労学生控除額、配偶者

控除額、配偶者特別控除額又は扶養控除額を、前

年の合計所得金額が2,500万円以下である所得割

の納税義務者については、同条第2項、第6項及び

第11項の規定により基礎控除額をそれぞれその

者の前年の所得について算定した総所得金額、退

職所得金額又は山林所得金額から控除する。 

  

(市民税の申告) (市民税の申告) 

第29条の2 第16条第1項第1号に掲げる者は、3月1

5日までに、施行規則第5号の4様式(別表)による

申告書を市長に提出しなければならない。ただ

し、法第317条の6第1項又は第4項の規定により給

与支払報告書又は公的年金等支払報告書を提出

する義務がある者から1月1日現在において給与

又は所得税法第35条第3項に規定する公的年金等

(以下この節において「公的年金等」という。)

の支払を受けている者で前年中において給与所

第29条の2 第16条第1項第1号に掲げる者は、3月1

5日までに、施行規則第5号の4様式(別表)による

申告書を市長に提出しなければならない。ただ

し、法第317条の6第1項又は第4項の規定により給

与支払報告書又は公的年金等支払報告書を提出

する義務がある者から1月1日現在において給与

又は所得税法第35条第3項に規定する公的年金等

(以下この節において「公的年金等」という。)

の支払を受けている者で前年中において給与所
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改正後 改正前 

得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の

所得を有しなかったもの(公的年金等に係る所得

以外の所得を有しなかった者で社会保険料控除

額(令第48条の9の7に規定するものを除く。)、小

規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、

地震保険料控除額、勤労学生控除額、配偶者特別

控除額(所得割の納税義務者(前年の合計所得金

額が900万円以下であるものに限る。)の法第314

条の2第1項第10号の2に規定する自己と生計を一

にする配偶者(前年の合計所得金額が95万円以下

であるものに限る。)で控除対象配偶者に該当し

ないものに係るものを除く。)、法第314条の2第4

項に規定する扶養控除額若しくは特定親族特別

控除額(特定親族(同条第1項第12号に規定する特

定親族をいう。第29条の3の2第1項第3号及び第2

9条の3の3第1項において同じ。)(前年の合計所得

金額が85万円以下であるものに限る。)に係るも

のを除く。)の控除又はこれらと併せて雑損控除

額若しくは医療費控除額の控除、法第313条第8

項に規定する純損失の金額の控除、同条第9項に

規定する純損失若しくは雑損失の金額の控除若

しくは第27条の7の3第1項(同項第11号に掲げる

寄附金(特定非営利活動促進法第2条第3項に規定

する認定特定非営利活動法人及び同条第4項に規

定する特例認定特定非営利活動法人に対するも

のを除く。第6項において同じ。)に係る部分を除

く。)及び第2項の規定により控除すべき金額(以

下この条において「寄附金税額控除額」という。)

の控除を受けようとするものを除く。以下この条

において「給与所得等以外の所得を有しなかった

者」という。)及び第17条第2項に規定する者(施

行規則第2条の2第1項の表の上欄の(二)に掲げる

者を除く。)については、この限りでない。 

得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の

所得を有しなかったもの(公的年金等に係る所得

以外の所得を有しなかった者で社会保険料控除

額(令第48条の9の7に規定するものを除く。)、小

規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、

地震保険料控除額、勤労学生控除額、配偶者特別

控除額(所得割の納税義務者(前年の合計所得金

額が900万円以下であるものに限る。)の法第314

条の2第1項第10号の2に規定する自己と生計を一

にする配偶者(前年の合計所得金額が95万円以下

であるものに限る。)で控除対象配偶者に該当し

ないものに係るものを除く。)若しくは法第314

条の2第4項に規定する扶養控除額の控除又はこ

れらと併せて雑損控除額若しくは医療費控除額

の控除、法第313条第8項に規定する純損失の金額

の控除、同条第9項に規定する純損失若しくは雑

損失の金額の控除若しくは第27条の7の3第1項

(同項第11号に掲げる寄附金(特定非営利活動促

進法第2条第3項に規定する認定特定非営利活動

法人及び同条第4項に規定する特例認定特定非営

利活動法人に対するものを除く。第6項において

同じ。)に係る部分を除く。)及び第2項の規定に

より控除すべき金額(以下この条において「寄附

金税額控除額」という。)の控除を受けようとす

るものを除く。以下この条において「給与所得等

以外の所得を有しなかった者」という。)及び第1

7条第2項に規定する者(施行規則第2条の2第1項

の表の上欄の(二)に掲げる者を除く。)について

は、この限りでない。 

2～10 略 2～10 略 

  

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申

告書) 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申

告書) 

第29条の3の2 所得税法第194条第1項の規定によ

り同項に規定する申告書を提出しなければなら

ない者(以下この条において「給与所得者」とい

う。)で市内に住所を有するものは、当該申告書

の提出の際に経由すべき同項に規定する給与等

の支払者(以下この条において「給与支払者」と

いう。)から毎年最初に給与の支払を受ける日の

前日までに、施行規則で定めるところにより、次

に掲げる事項を記載した申告書を、当該給与支払

者を経由して、市長に提出しなければならない。 

第29条の3の2 所得税法第194条第1項の規定によ

り同項に規定する申告書を提出しなければなら

ない者(以下この条において「給与所得者」とい

う。)で市内に住所を有するものは、当該申告書

の提出の際に経由すべき同項に規定する給与等

の支払者(以下この条において「給与支払者」と

いう。)から毎年最初に給与の支払を受ける日の

前日までに、施行規則で定めるところにより、次

に掲げる事項を記載した申告書を、当該給与支払

者を経由して、市長に提出しなければならない。 

(1)及び(2) 略 (1)及び(2) 略 

(3) 扶養親族又は特定親族の氏名 (3) 扶養親族の氏名 

(4) 略 (4) 略 

2～6 略 2～6 略 
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改正後 改正前 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親

族等申告書) 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親

族等申告書) 

第29条の3の3 所得税法第203条の6第1項の規定に

より同項に規定する申告書を提出しなければな

らない者又は法の施行地において同項に規定す

る公的年金等(所得税法第203条の7の規定の適用

を受けるものを除く。以下この項において「公的

年金等」という。)の支払を受ける者であって、

特定配偶者(所得割の納税義務者(合計所得金額

が900万円以下であるものに限る。)の自己と生計

を一にする配偶者(退職手当等(第36条の2に規定

する退職手当等に限る。以下この項において同

じ。)に係る所得を有する者であって、合計所得

金額が95万円以下であるものに限る。)をいう。

第2号において同じ。)又は扶養親族(年齢16歳未

満の者又は控除対象扶養親族であって退職手当

等に係る所得を有する者に限る。)若しくは特定

親族(退職手当等に係る所得を有する者であっ

て、合計所得金額が85万円以下であるものに限

る。)を有する者(以下この条において「公的年金

等受給者」という。)で市内に住所を有するもの

は、当該申告書の提出の際に経由すべき所得税法

第203条の6第1項に規定する公的年金等の支払者

(以下この条において「公的年金等支払者」とい

う。)から毎年最初に公的年金等の支払を受ける

日の前日までに、施行規則で定めるところによ

り、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公

的年金等支払者を経由して、市長に提出しなけれ

ばならない。 

第29条の3の3 所得税法第203条の6第1項の規定に

より同項に規定する申告書を提出しなければな

らない者又は法の施行地において同項に規定す

る公的年金等(所得税法第203条の7の規定の適用

を受けるものを除く。以下この項において「公的

年金等」という。)の支払を受ける者であって、

特定配偶者(所得割の納税義務者(合計所得金額

が900万円以下であるものに限る。)の自己と生計

を一にする配偶者(退職手当等(第36条の2に規定

する退職手当等に限る。以下この項において同

じ。)に係る所得を有する者であって、合計所得

金額が95万円以下であるものに限る。)をいう。

第2号において同じ。)又は扶養親族(年齢16歳未

満の者又は控除対象扶養親族であって退職手当

等に係る所得を有する者に限る。)を有する者(以

下この条において「公的年金等受給者」という。)

で市内に住所を有するものは、当該申告書の提出

の際に経由すべき所得税法第203条の6第1項に規

定する公的年金等の支払者(以下この条において

「公的年金等支払者」という。)から毎年最初に

公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施行

規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記

載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由し

て、市長に提出しなければならない。 

(1)及び(2) 略 (1)及び(2) 略 

(3) 扶養親族又は特定親族の氏名 (3) 扶養親族の氏名 

(4) 略 (4) 略 

2～5 略 2～5 略 

  

(特別土地保有税の減免) (特別土地保有税の減免) 

第123条の3 略 第123条の3 略 

2 前項の規定により特別土地保有税の減免を受け

ようとする者は、納期限までに、次に掲げる事項

を記載した申請書にその減免を受けようとする

事由を証明する書類を添付して市長に提出しな

ければならない。ただし、市長が、当該者が所有

し、又は取得する土地が同項各号のいずれかに該

当することが明らかであり、かつ、特別土地保有

税を減免する必要があると認める場合は、この限

りでない。 

2 前項の規定により特別土地保有税の減免を受け

ようとする者は、納期限までに、次に掲げる事項

を記載した申請書にその減免を受けようとする

事由を証明する書類を添付して市長に提出しな

ければならない。ただし、市長が、当該者が所有

又は取得する土地が同項各号のいずれかに該当

することが明らかであり、かつ、特別土地保有税

を減免する必要があると認める場合は、この限り

でない。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

3 略 3 略 

  

附 則 附 則 

(軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例) (軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例) 

第16条の2 略 第16条の2 略 
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改正後 改正前 

(加熱式たばこに係るたばこ税の課税標準の特

例) 

 

第16条の2の2 令和8年4月1日以後に第79条の2第1

項の売渡し又は同条第2項の売渡し若しくは消費

等(次項において「売渡し等」という。)が行われ

た加熱式たばこ(第79条第1号オに掲げる加熱式

たばこをいい、第80条の2の規定により製造たば

ことみなされるものを含む。以下この条において

同じ。)に係る第81条第1項の製造たばこの本数

は、同条第3項の規定にかかわらず、当分の間、

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

方法により換算した紙巻たばこ(第79条第1号ア

に掲げる紙巻たばこをいう。以下この項及び次項

において同じ。)の本数によるものとする。 

 

(1) 葉たばこ(たばこ事業法第2条第2号に規定

する葉たばこをいう。)を原料の全部又は一部

としたものを紙その他これに類する材料のも

ので巻いた加熱式たばこ(当該葉たばこを原料

の全部又は一部としたものを施行規則附則第8

条の4の2に規定するところにより直接加熱す

ることによって喫煙の用に供されるものに限

る。) 当該加熱式たばこの重量(フィルターそ

の他の施行規則附則第8条の4の3に規定するも

のに係る部分の重量を除く。以下この項から第

3項までにおいて同じ。)の0.35グラムをもって

紙巻たばこの1本に換算する方法。ただし、当

該加熱式たばこの1本当たりの重量が0.35グラ

ム未満である場合にあっては、当該加熱式たば

この1本をもって紙巻たばこの1本に換算する

方法 

 

(2) 前号に掲げるもの以外の加熱式たばこ 当

該加熱式たばこの重量の0.2グラムをもって紙

巻たばこの1本に換算する方法。ただし、当該

加熱式たばこの品目ごとの1個当たりの重量が

4グラム未満である場合にあっては、当該加熱

式たばこの品目ごとの1個をもって紙巻たばこ

の20本に換算する方法 

 

2 前項の規定により加熱式たばこのうち同項第1

号ただし書の規定の適用を受けるもの及び同項

第2号ただし書の規定の適用を受けるもの以外の

ものの重量を紙巻たばこの本数に換算する場合

における計算は、売渡し等が行われた加熱式たば

この品目ごとの1個当たりの重量に当該加熱式た

ばこの品目ごとの数量を乗じて得た重量を同項

各号に掲げる区分ごとに合計し、その合計重量を

紙巻たばこの本数に換算する方法により行うも

のとする。 

 

3 前項の計算に関し、同項の加熱式たばこの品目

ごとの1個当たりの重量に0.1グラム未満の端数

がある場合には、その端数を切り捨てるものとす

る。 

 

4 第1項第2号に掲げる加熱式たばこ(第93条の2の  
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改正後 改正前 

規定により製造たばことみなされるものに限

る。)のうち、次に掲げるものについては、同号

ただし書の規定は、適用しない。 

(1) 第1項第1号に掲げる加熱式たばこと併せて

喫煙の用に供されるもの 

 

(2) 第1項第2号に掲げる加熱式たばこ(第80条

の2の規定により製造たばことみなされるもの

を除く。)と併せて喫煙の用に供される加熱式

たばこ(同条の規定により製造たばことみなさ

れるものに限る。)であって当該加熱式たばこ

のみの品目のもの 

 

     附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる改正又は規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第27条の3、第29条の2第1項ただし書、第29条の3の2第1項第3号及び第29条の3

の3第1項の改正並びに附則第3項の規定 令和8年1月1日 

 (2) 附則第16条の2の次に1条を加える改正及び附則第7項の規定 令和8年4月1日 

 (3) 第11条及び第11条の3の改正並びに次項の規定 地方税法等の一部を改正する

法律(令和5年法律第1号)附則第1条第12号に掲げる規定の施行の日 

 (公示送達に関する経過措置) 

2 この条例による改正後の北広島市税条例(以下「新条例」という。)第11条の規定は、

前項第3号に掲げる改正又は規定の施行の日以後にする公示送達について適用し、同

日前にした公示送達については、なお従前の例による。 

 (市民税に関する経過措置) 

3 新条例第27条の3及び第29条の2第1項ただし書の規定は、令和8年度以後の年度分の

個人の市民税について適用し、令和7年度分までの個人の市民税については、なお従

前の例による。 

4 令和8年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第29条の2第1項の規

定の適用については、同項ただし書中「特定親族特別控除額(特定親族(同条第1項第1

2号に規定する特定親族をいう。第29条の3の2第1項第3号及び第29条の3の3第1項にお

いて同じ。)(前年の合計所得金額が85万円以下であるものに限る。)に係るものを除

く。)」とあるのは、「特定親族特別控除額」とする。 

5 新条例第29条の3の2第1項の規定は、附則第1項第1号に掲げる規定の施行の日(以下

「1号施行日」という。)以後に支払を受けるべき新条例第29条の2第1項ただし書に規

定する給与について提出する新条例第29条の3の2第1項及び第3項の規定による申告

書について適用し、1号施行日前に支払を受けるべきこの条例による改正前の北広島

市税条例(以下「旧条例」という。)第29条の2第1項ただし書に規定する給与について

提出した旧条例第29条の3の2第1項及び第3項の規定による申告書については、なお従

前の例による。 

6 新条例第29条の3の3第1項の規定は、1号施行日以後に支払を受けるべき所得税法(昭

和40年法律第33号)第203条の6第1項に規定する公的年金等(同法第203条の7の規定の

適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。)について提

出する新条例第29条の3の3第1項の規定による申告書について適用し、1号施行日前に

支払を受けるべき公的年金等について提出した旧条例第29条の3の3第1項の規定によ
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る申告書については、なお従前の例による。 

 (市たばこ税に関する経過措置) 

7 次項に定めるものを除き、附則第1項第2号に掲げる規定の施行の日前に課した、又

は課すべきであった加熱式たばこ(新条例附則第16条の2の2第1項に規定する加熱式

たばこをいう。次項において同じ。)に係る市たばこ税については、なお従前の例に

よる。 

8 令和8年4月1日から同年9月30日までの間に、北広島市税条例第79条の2第1項の売渡

し又は同条第2項の売渡し若しくは消費等が行われた加熱式たばこに係る同条例第81

条第1項の製造たばこの本数は、同条第3項及び新条例附則第16条の2の2の規定にかか

わらず、次に掲げる製造たばこの本数の合計数によるものとする。 

(1) 北広島市税条例第81条第3項の規定により換算した紙巻たばこ(新条例附則第16

条の2の2第1項に規定する紙巻たばこをいう。次号において同じ。)の本数に0.5を

乗じて計算した製造たばこの本数 

(2) 新条例附則第16条の2の2の規定により換算した紙巻たばこの本数に0.5を乗じ

て計算した製造たばこの本数 

9 前項各号に掲げる製造たばこの本数に1本未満の端数がある場合には、その端数を切

り捨てるものとする。 
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議案第６号 

 
 

北広島市控除対象特定非営利活動法人等を定める条例の 
一部を改正する条例について 

 
 

北広島市控除対象特定非営利活動法人等を定める条例（平成２９年

北広島市条例第２９号）の一部を別紙のとおり改正いたしたい。 
 
 
  令和７年５月１４日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
 
提案理由 
 
 特定非営利活動法人クラーク博士別れの地・久蔵の里普及促進会に

ついて、控除対象特定非営利活動法人の指定期間を更新するものです。 
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北広島市控除対象特定非営利活動法人等を定める条例の一部を改正する 

条例 

 

北広島市控除対象特定非営利活動法人等を定める条例(平成29年北広島市条例第29

号)の一部を次のように改正する。 
改正後 改正前 

北広島市税条例(昭和25年広島村条例第14号)第2

7条の7の3第1項第11号の規定に基づき、地方税法

(昭和25年法律第226号)第314条の7第1項の規定に

よる個人の市民税の寄附金税額控除に係る同項第4

号に掲げる寄附金を受け入れる控除対象特定非営

利活動法人(同条第12項に規定する控除対象特定非

営利活動法人をいう。以下同じ。)及び当該控除対

象特定非営利活動法人に係る同条例第27条の7の3

第1項第11号の期間は、次の表に定めるところによ

る。 

北広島市税条例(昭和25年広島村条例第14号)第2

7条の7の3第1項第11号の規定に基づき、地方税法

(昭和25年法律第226号)第314条の7第1項の規定に

よる個人の市民税の寄附金税額控除に係る同項第4

号に掲げる寄附金を受け入れる控除対象特定非営

利活動法人(同条第12項に規定する控除対象特定非

営利活動法人をいう。以下同じ。)及び当該控除対

象特定非営利活動法人に係る同条例第27条の7の3

第1項第11号の期間は、次の表に定めるところによ

る。 

控除対象特定非営利活動法人 北広島市税条例

第27条の7の3第1

項第11号の期間 

名称 主たる事務所の所

在地 

略 

特定非営利活

動法人クラー

ク博士別れの

地・久蔵の里

普及促進会 

北広島市大曲光4丁

目1番地8 

令和7年11月1日

から令和12年10

月31日まで 

 

控除対象特定非営利活動法人 北広島市税条例

第27条の7の3第1

項第11号の期間 

名称 主たる事務所の所

在地 

略 

特定非営利活

動法人クラー

ク博士別れの

地・久蔵の里

普及促進会 

北広島市大曲光4丁

目1番地8 

令和2年1月1日か

ら令和7年10月31

日まで 

 

  附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和7年11月1日から施行する。 

 (経過措置) 

2 この条例の施行の日前にこの条例による改正前の北広島市控除対象特定非営利活動

法人等を定める条例本則の表の特定非営利活動法人クラーク博士別れの地・久蔵の里

普及促進会の項に規定する控除対象特定非営利活動法人に対して支出された寄附金

については、同項の規定は、なおその効力を有する。 
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議案第７号 
 
 

令和７年度北広島市一般会計補正予算（第１号） 
 
 
 令和７年度北広島市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところに

よる。 
 
１ 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ２２，９９７千円を増額し、 
歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３４，１４７，５２５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入 
歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 
 
 
  令和７年５月１４日提出 
 
                   北広島市長 上 野 正 三 
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第１表　歳入歳出予算補正

歳  入 (単位：千円)

款 項

16 国庫支出金 7,655,101 1,043 7,656,144

 2 国庫補助金 3,660,464 1,043 3,661,507

17 道支出金 2,425,452 6,140 2,431,592

 2 道補助金 624,078 5,000 629,078

 3 委託金 161,765 1,140 162,905

20 繰入金 1,130,258 11,000 1,141,258

 1 基金繰入金 1,130,258 11,000 1,141,258

21 繰越金 100,000 2,614 102,614

 1 繰越金 100,000 2,614 102,614

22 諸収入 778,076 2,200 780,276

 5 雑入 250,447 2,200 252,647

34,124,528 22,997 34,147,525

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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歳  出 (単位：千円)

款 項

 2 総務費 3,418,855 15,861 3,434,716

 2 企画費 2,175,871 14,721 2,190,592

 6 統計調査費 42,730 1,140 43,870

 3 民生費 11,885,320 2,086 11,887,406

 1 社会福祉費 5,316,688 1,162 5,317,850

 4 生活保護費 964,791 924 965,715

 5 農林水産業費 94,882 5,000 99,882

 1 農業費 84,397 5,000 89,397

 9 教育費 2,768,092 50 2,768,142

 1 教育総務費 660,371 50 660,421

34,124,528 22,997 34,147,525

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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令和７年度

歳入歳出補正予算事項別明細書

（一般会計補正予算第１号）
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総括

(歳　入) (単位：千円)

款

16 国庫支出金 7,655,101 1,043 7,656,144

17 道支出金 2,425,452 6,140 2,431,592

20 繰入金 1,130,258 11,000 1,141,258

21 繰越金 100,000 2,614 102,614

22 諸収入 778,076 2,200 780,276

34,124,528 22,997 34,147,525

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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歳入
16款 国庫支出金

 2項 国庫補助金 (単位：千円)

節   

目

 2 民生費国庫補助金 193,599 1,043 194,642  1 社会福祉費補 581 障害者総合支援事業費補助金 581

助金

 3 生活保護費補 462 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 462

助金

計 3,660,464 1,043 3,661,507

17款 道支出金

 2項 道補助金

 4 農林水産業費道補助金 36,303 5,000 41,303  1 農業費補助金 5,000 麦・大豆生産技術向上事業補助金 5,000

計 624,078 5,000 629,078

17款 道支出金

 3項 委託金

 1 総務費委託金 155,592 1,140 156,732  5 統計調査費委 1,140 国勢調査委託金 1,140

託金

計 161,765 1,140 162,905

20款 繰入金

 1項 基金繰入金

11 まち・ひと・しごと創生基金繰入金 570,750 11,000 581,750  1 まち・ひと・ 11,000 まち・ひと・しごと創生基金とりくずし 11,000

しごと創生基

金繰入金

計 1,130,258 11,000 1,141,258

21款 繰越金

 1項 繰越金

 1 繰越金 100,000 2,614 102,614  1 繰越金 2,614 前年度繰越金 2,614

計 100,000 2,614 102,614

22款 諸収入

 5項 雑入

 3 雑入 250,437 2,200 252,637  2 補助金、交付 2,200 財団法人自治総合センター助成金 2,200

金及び助成金

計 250,447 2,200 252,647

補 正 前 の 額 補 正 額 計
区 分 金 額

説 明

22 諸収入
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総括

(歳　出) (単位：千円)

款

 2 総務費 3,418,855 15,861 3,434,716 1,140 0 13,200 1,521

 3 民生費 11,885,320 2,086 11,887,406 1,043 0 0 1,043

 5 農林水産業費 94,882 5,000 99,882 5,000 0 0 0

 9 教育費 2,768,092 50 2,768,142 0 0 0 50

34,124,528 22,997 34,147,525 7,183 0 13,200 2,614歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 道 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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歳出
 2款 総務費

 2項 企画費 (単位：千円)

節       

目

 1 企画総務費 1,866,775 11,000 1,877,775 0 繰入金 18 負担金補助 11,000 地域活性化政策補助事業 11,000

11,000 及び交付金 負担金補助及び交付金 11,000         

補助金・助成金・賛助金 11,000                  

 4 コミュニテ 196,710 3,721 200,431 0 諸収入 1,521 12 委託料 366 コミュニティ施設運営経費 1,521

ィ施設管理 2,200 14 工事請負費 1,155 委託料 366         

費 18 負担金補助 2,200 施設等維持管理委託 366                  

及び交付金 工事請負費 1,155         

コミュニティ施設整備事業 2,200

負担金補助及び交付金 2,200         

補助金・助成金・賛助金 2,200                  

計 2,175,871 14,721 2,190,592 0 繰入金 1,521

11,000

諸収入

2,200

 2款 総務費

 6項 統計調査費

 1 統計調査総 42,730 1,140 43,870 道支出金 0  1 報酬 1,140 統計調査経費 1,140

務費 1,140 報酬 1,140         

計 42,730 1,140 43,870 道支出金 0

1,140

 3款 民生費

 1項 社会福祉費

 3 障がい福祉 3,038,965 1,162 3,040,127 国庫支出金 0 581 12 委託料 1,162 障がい福祉サービス等事業 1,162

費 581 委託料 1,162         

保守・点検・整備委託 1,162                  

計 5,316,688 1,162 5,317,850 国庫支出金 0 581

581

 3款 民生費

 4項 生活保護費

 1 生活保護総 24,674 924 25,598 国庫支出金 0 462 12 委託料 924 生活保護費等支給事務 924

務費 462 委託料 924         

保守・点検・整備委託 924                  

区 分 金 額
説 明

国道支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

3 民生費
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(単位：千円)

節       

目

計 964,791 924 965,715 国庫支出金 0 462

462

 5款 農林水産業費

 1項 農業費

 2 農業振興費 74,821 5,000 79,821 道支出金 0 18 負担金補助 5,000 麦・大豆生産技術向上事業 5,000

5,000 及び交付金 負担金補助及び交付金 5,000         

補助金・助成金・賛助金 5,000                  

計 84,397 5,000 89,397 道支出金 0

5,000

 9款 教育費

 1項 教育総務費

 3 教育振興費 578,861 50 578,911 0 50 24 積立金 50 教育振興経費 50

積立金 50         

計 660,371 50 660,421 0 50

区 分 金 額
説 明

国道支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

9 教育費
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